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はじめに

兵庫県では、県民共通の財産である緑の保全・再生を社会全体で支え、県民総参加で取り

組む仕組みとして、平成18年度に県民税均等割の超過課税である「県民緑税」を導入し、そ

れを財源として、都市地域を中心に、県民の皆様が行う植樹や芝生化などの緑化活動を支援

する「県民まちなみ緑化事業」に取り組んできた。

「県民緑税」は５年間の時限的措置であることから、平成22年度が最終年度となり、「県

民まちなみ緑化事業」についても、平成23年3月に今回措置の区切りを迎えることとなる。

最終年度である今年度において、税を負担する県民の皆様に過去４年間に実施した「県民

まちなみ緑化事業」の事業効果をわかりやすく且つ明確に示すとともに、平成23年度以降の

都市緑化推進方策の方向性を示す必要があった。

このような状況を踏まえ、平成21年12月に学識経験者による「都市緑化推進検討委員会」

を設置し、現在の県民まちなみ緑化事業の効果を専門的且つ客観的な視点から検討するとと

もに、今後の都市緑化推進方策について検討を行ってきた。

本報告書の前半は、県民まちなみ緑化事業の事業効果検証調査で、その対象は、ヒートア

イランド現象緩和等の環境効果、地域景観の向上効果、防災性の向上効果のほか、可能な限

り広範にとらえることとし、併せて、県民の皆様に示す明確な指標として、全国的にも先例

のない都市緑化に係る費用対効果分析も実施している。

後半は、現行制度の課題を明らかにし、これらを受けた平成23年度以降の県の制度改正の

方向性を明らかにするとともに、今後も継続して検討すべき項目を整理した。

今後、都市緑化の意義への理解をより深めていただくため、県民の皆様に、事業効果の検

証結果の周知に努めるとともに、県民まちなみ緑化事業については、今回の調査結果を踏ま

えた制度改正を行いつつ継続して実施していく。


